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1は じ め に
N・カル ドアは 「国民経済の諸 日標の確執」[1971]という論文のなかで,
消費主導型成長と輸出主導型成長 とを比較 している。そこでのカルドアの主な
関心は.消費主導型成長がもつ困難性を,輸出主導型成長と比べることによっ
て明らかにす ることにあった。そ してカル ドアの経済成長理論の核心にあるの
は,周 知のように,生 産性上昇 と需要成長 との問で作用する累積的因果連関と
いう考え方である。消費主導型成長は,この累積的因果連関の作用に関して,







*本 稿の内容 の一部 は,「地域経済統合 の岡際比較分析」 に関す る国際会議(2003年2月15日,
於:名 占屋国際セ ンター)と,進 化経 済学 会全国 大会(2003年3月30日,於:専修大学)で 発表
された,そ の際.BenjεmllnCORIAT,PascamETIT.原田裕 治,池 田毅 の各氏か ら有益 な コ
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導型成長を論 じたい。第2図 に示すように,輸 出財にかたよった労働生産性上









を媒介 として,当 該国における輸出財の労働生産性上昇が,こ の輸出財に対す
る他の国からの需要の成長を引き起こす。そして,こ の輸出需要成長が,累 積







格差にもとづ き,「自然為替 レー ト」 とよばれる為替 レー トが算出される。 こ
の自然為替 レー トと実勢 レー トとの乖離によって,通 貨の過小評価の程度が計
測される。第IV章では,自 然為替レー トの計測結果を示す と同時に.韓 国と中












一般 に,輸出主導型成長 とは.輸 出の実質成長率が,GDPの実質成長率を
顕著に上回る場合を指す。本稿では,前 者が後者の1.5倍以上であることを輸
出主導型成長の第1の判定基準に使用する。また,輸 出の対GDP比 率が非常













よってこれを乗 り越えざるをえない と考 えていた」(IISaK・ng「1993]pp.
41-42),、以上のような理由から,韓国は,1973年から重化学工業育成計画を推


















率が,1970年代後半や1990年代と比較す ると低い。そ して労働生産性上射率 に
おいて輸出財の方が国内財 よりも高いという 「かたより」 もみられない。この
点については,既存の研究では十分に考察されていない。以下では,主 として,
この1980年代の輸出主導型成長に焦点をあてて,分析する。









1)199】年 に補助金制度が廃止されたが.戻 し税制度が 活用された、特 にアジア金融危機で は.戻



































































2)1982年以後,繊 維 産業が順調 な自律的発展をみせて きたので,産 業 政策体 系における繊維産業
の重要性が低下 して きた。
韓国と中国の輸出主導型成長11〉一(7〉7
脚 したが,こ の戦略 は引 き続 き重視 され た。 そ して,90年代以後,中 国政府は
人民元 の対 ドルレー トの大幅切 り下げに着手 した。 ・










して規定する。 しか し,1989年から1991年までの時期は経済調整期にあた り,
後述するように,1992年以後の時期と比べると,輸出財にかたよった生産性上
昇はそれほど強 くなく、為替 レー トの切 り下げの幅は小さく,典型的な賃金抑















もに,「自然為替 レー ト」の算出に利用される。「自然為替 レー ト」概念を簡単
に説明 しておこう,,ヒックスは1950年代における英米問の貿易支出不均衡問題
に触れながら,固定為替 レー トのもとで生産性の不均等な変化が生産性の上昇
す るA国 と生産性のL昇 しないB国 に及ぼす影響 を理論的 に論 じている
(Hicks[1953]PP.117-35)。A国の生産性上 昇が輸 出財 部 門に限定 され
(export-biased).両国の賃金率や利潤率が不変である場合,A国 の輸出財の価
格は大 きく低下し,A国 における生産性上昇の成果がB国 へ漏出す る。パシ






で生 じた生産性上昇の成果は漏出 しない。このような 「生産性上昇の成果の国
内完全閉鎖」を実現する為替 レー トは 「白然為替 レー ト」 と呼ばれる。 しか し,
「生産性..卜昇の成果の国内完全閉鎖」 は 「原理,あ るいは…般法則」であ り,








列ベクトルy:最 終需要(国 内最終需要Pと 輸出Fの 和)
韓国とIII国の輸出、1三導型成長(1)(9)9
行列 ハ;国 産品の投 入係数行列
行列C=資 本係数行列
行列 〃1輸 入品の投入係数行列
行ベ ク トル α:諸商品1単 位の生産 に直接的に必要な労働量
スカ ラーL:総 労働量
スカ ラー π:利 潤率





α(1-A)一1をθ(行ベ ク トル)と 表す と,次 の(2)式が得 られ る。
びγニび(D+F)=L(2)




(3)(4)式を(2)式に代 入す る と
灰4、Σz)+メΣF)=躍Σz)+がΣFニL
躍 と が はスカ ラー とな り,そ れぞれ 国内最終需 要財 と輸 出財1単 位 を生産
す るため に直接 的 ・間接 的に必要 な労働量,す なわち垂直的統合 労働係 数であ
る、垂直 的統 合労働係数 の低下率 は労働 生産性上昇率 にほか ならない.ρ4と
ザ の低下率 をそれ ぞれ αと βとす る,,サフ ィックス ー1で1期 前 の値 を示 し,
召を自然対数の底 とすれば,堀 と ザ は次の ようになる。
∂4=="_14_1ε一α
ガ刊 一1五、o一β(5〉
αとβを比較す るこ とによって,生 産性 上昇が輸 出にかたよ ったか どうかを
10(10)第172巻 第1号
知る ことがで きる。
減価償却 を無視すれば.以 下の ような価格方程式が得 られ る。
p=側+ρA+鋤4+ρ(C+ハ+〃)π 整埋す る と,
ρ=側(1-A)一1+ρ(C+A+〃)(1一ハ)dπ+ρM(1-A)一1(6)
(6)式の右辺 の第1項 は賃金.第2項 は利潤.第3項 は輸入 に相当す る。単
純化 のため,第2項 と第3項 を捨象す る(利 潤 と輸人を捨象 しない場合の計 測
結果につ いては付録1に 記載 してい る)。この とき.ρ=α頭1一ハ)一1=耀であ
るので,輸 出財 の平均価 格PはP=が=・ 吻 と表す ことがで きる。た とえば
中国をサフ ィ ックス(),米国 を五で表す と
中1国の輸出財の平均価 格PcはPc=恥 丑翫(7)
米 国の輸出財の平均価 格P4はPA=び 轟 鞠(8)
人民 元建て の ドル レー トをEと して,バ シネ ッテ ィが一般法 則 と見 なす 為
替 レー ト調整 を数式で表す と,
109(Eだ一、)=log(P認c-1)一109(PA∠P4-1)(9)
賃金上昇率 を γで表 し,(5〉(7)(8)式を代 入す る と,(9)式の右辺は次の
ように分解で きる。
lo9(」rZE_1)=(γc一γA〉一(βc一β鴻)(10)
(10)式によれば,為 替 レー トの変化は,中 国 と米国間の賃金上昇率格差 γc一γ4
と,輸 出財の労働生 産性上昇率格差 βc一魚 に影響される。(10)式で表される為
替 レー トがパ シネッティのい う白然為替 レー トであ る。1自然為替 レー トの もとで
は労働生産性 ヒ昇の成果は国内 に完全閉鎖 され,海 外 に漏出 しない。けれ ども,
実際の為替 レー トの動 きは,自 然為替 レー トか らずれ る。 このずれ の大 きさに
よって生 産性上昇の成果が海外に漏出 してい る程度を知 ることができる。
計 測 に用 い た原 デー タは、韓 国 につ いて は,韓 国銀行 『産業 連 関表1970～
1995』と韓 国銀行 『産業連関表1998』であ る。 この うち,1975,80,85,90,
95,98の非競 争輸 入型逆行列係数表 と,部 門別就 業者数 のデー タを使用 した。















































































出所:卸 売価格 は国家統計 局 『中国統計年鑑』 各年版 によ る,,1980-90年の
輸 出財価格について は 『中国対外経 済貿 易年鑑』1991/1992年版 による。
1992-20〔)1年の輪出財価格につ いては税関 の統計資料 により推計 した。
4〉 国家統計局 『中国統計 年劃 各年版 によると中国 の輸出に 占め る外資系企業の比率は、1992年
が20.3%,1997年か40.9%、20(11年が50.%であ る,そ れゆ え,外 資系企業が この時期におい/
輔国と中国の輸出一ド導型成長(1〉 (13)13
lV自 然為替 レー トと実勢 レー トの推移
韓国は1990年3月に,外 国為替市場で為替レー トを決定するシステム,つ ま





を参照しなが ら,諸々の政策的配慮によって政府が為替 レー トを決定す るシス
テムであった。第3図 に示すように81年から,韓国政府はウォンの対 ドルレー
トを持続的に切 り下げていった.80年代後半には,先 進各国が協調 して ドル安
方向への修正を行う中で,韓 国もウォンの対 ドルレー トを切 り上げる。 しか し.
切 り上げ幅は日本と比べると小さかったので,ウ ォンの対円レー トは切 り下げ
られる結果となった。90年代においてはウォンの対 ドルレー トは安定的に推移
したが,1997年の経済危機以降,大 幅に低下 した、,








＼て輸 出の主 要な担 い手 にな ったことは中国の輸出財の労 働性k昇 とは無閨係で はないと考 えられ
る。 しか し.合 併企業の生産性は 中国の国有企業の生産性 よ り高 いか.純 粋 な外資企業の 生産性
は中国系企業 よ り低 いと主張す る論 荷(Wd.VarelandHassan「20021)もあるので,こ こで は
外資 系企 業による輸出が輸出財の生産性上昇に寄与 した とい う断定的 な判断 を下す ことはで きな
い二,
14q4)『 第172巻第1号
95年以降,人 民元の対 ドル レー トはわずかなが ら切 り上げ られ る傾 向にある。
第3図,第4図 と第5図 は,貿 易財 に関 して一物一価 を もた らす為替 レー ト
で ある自然為替 レー トの推移 を示 してい る。 自然為替 レー トの絶対水準 を求め
るのは困難であ るが、韓 国のデー タを示す第3図 と第4図 では1990年において
白然為替 レー トと実勢 レー トとを等 しく設定 してい る。1990年は制 限付 きなが
ら変動相場制 に移行 した もとで,貿 易収支がほぼ均 衡 していたか らで ある。 第
3図 によると,韓 国において,ド ルに対す るウ ォンの 自然為 替 レー トは,80年
か ら87年まで はゆ るやかな ウォン安傾向 を示す にとどまってい る。第 ㎜章 で説
明 した ように,80年代 に人る と,輸 出財の労働 生産性上昇率 も低 くな ったが,
第W章 で述べ るよ うに賃金の抑制 も成功 したか らであ る。そ して 自然 為替 レー
トと実勢 レー トの乖離 幅は拡 大 してい る。 この ように,実 勢 レー トが過 小評価
され た状態で は,輸 出財 の ドル建て価格が低 くな り,価 格面での輸 出競争力が
強まる。80年代前半は,世 界貿易が低迷す る状況であ ったが,韓 国の輸 出のバ
フ ォーマ ンスは他国 と比 べてか な り良好 であ った(llSaKong[1993jAppen-
dixTable5)1、
しか し,1985年のブラザ合意 以降,先 進各国が ドル安誘導のために協 調体 制
を とるなかで,韓 国に対 して も、 ウォンの対 ドル レー トをウ ォン高 ドル安方向
へ修 正す るよ うに圧力がかか った。 そのため韓国政府 は従来の ウ ォン切 り下げ
政策を転換 し,対 ドルでの ウ ォンの切 り上げを1989年まで続 けた。その結果
第3図 に示す よ うに、実勢 レー トと自然為替 レー トとの乖離 は縮小 してい き,
ドルに対 する ウォンの過小 評価 にもとづ く韓 国の輸 出競争力 は しだい に消失 し
てい った。 しか し,80年代後半 には,日 本の円の対 ドルレー トも円高方向 に動
いた。円の切 り上 げ率 と比べ ると,ウ ォンの切 り上 げ率 はか な り小 さか ったの
で.第4図 に示す よ うに,86年か ら88年にかけて,円 に対 しては,ウ ォンは切
り下げ られ る結果 となった。 そ して,対 円 レー トに関 して,ウ ォンの実勢 レー
トと自然為替 レー トとの乖離 は非常 に大 き くな った。つま り,1980年代 後半 に
おいて,ド ルに対す るウォンの過小計価 は解消 されてい ったので,米 国への輸
韓国 と中国の輸出主導型成長(1) (15)15












出所:実 勢 レー トはIMF,1'礁朋訟 ω～認 丑肥'κf`ノ続α傭 ノび に よ る,自 然 為替
レー トは第m章 に記述 した方 法 によ り.産業連関表 などか ら算出 した。具体
的数値 は付録2に 記載 してい る。
… つ… 自然為替 レー ト
十 実勢レート
費● ・一● ・一 ・ 印●
一4ノ
.4.つ ・44























85 91) 95 2000
韓国の相手国別輸出額の伸び率(年 率,単位:%)
1980-85 1985-90 1990-95 1995-99






















出は困難 にな ったが,円 に対 するウ ォンの過小評価が顕 著にな ったので,日 本
への輸出 は容易にな った,,第6表 は.相 手国別の韓国の輸 出額伸 び率 を示 して
い る。80年代前半においては,米 国向 け輸山が,年 率18。5%で急成長 した。 し
か し80年代後半においては,米 国向 け輸出の伸び率は12。5%に低 下 し,そ れに
代わ って,日 本向け輸 出の伸 び率が22,7%と大 きくな った。以上述べ たよ うに,
1980年代の,輸 出の増加 は,ド ルまたは円に対 す るウォンの過小評価 に もとづ
く米国 と口本向け輸 出の増加 によって支え られていた、,また,こ の ウォンの過
小評価 は,孟 として韓 国政府 による為替 レー トの裁量 的な操作 によ ってつ くり
だ された,、
第4図 に示すよ うに,1990年には,円 に対す るウォンの過小評価 も解消 され
たので,日 本 向け輸 出の伸 びは1990年代 に入る と6.2%に鈍化 した、,第6表に
よると,90年代 前半 において米国と日本 に代わ って,輸 出額が大 きく伸 びたの
は,ア ジア向 け輸出である。90年代前半 において,ア ジア向け輸 出の伸 び率 は
3LO%であ った。 この増加 を もたら した要閃 を明確にす るためには,ア ジア各
国の労働生産性 上昇率や賃金 上昇率の検討 も必要であ り,本 稿 の分析範 囲を超
える。 しか し,第1に,第3表 において,韓 国の輸 出財 の労働 生産性 」亡昇 率が
90年代 に非常 に高 くな った こと,第2に.主 要輸出先であ るアジア諸 国の通貨
に対す るウ ォンの レー トは,1990年か ら97年にか げて,大 きな変化 はなか った
こと,お よび第3に,こ の期 間の韓国の賃金上昇率は,第7表 に示す よ うに,
か な り高か った ことを考 慮 して,次 のような推測 をす ることがで きる。1990年
か ら97年にか けての韓国の アジア向け輸出の増加 は,為 替 レー トの裁 量的操作
や強権的賃金抑制 に基づ くものではな く,主 と して,他 の アジァ諸国 と比べて
韓 国の高 い労働生産性上昇率に基づ くものであ る可能性が高い。 しか し,韓 国
の輸 出品の半分以上 がH本 製品 と競合す る(村 瀬[2000」218ペー ジ:)とい う
事 情 を考慮 す る と,第2図 に示 され るよ うな,90年代 にお ける ウォンの対 円
レー トで の自然為替 レー トか らの乖離 も,韓 国の輸出増加 に部分的 に寄与 して
い ると考 え られ る。
韓国と中国の輸出主導型成長(1)(17)17
第7表 韓国の賃金上昇率と物価上昇率(年 率,単位:殉
1974-79 1980-87 1988-96 1997-2001
名 日 賃 金 ヒ 昇 率
消 費 者 物 価 上 昇 率


















出所:IMF.1那～'禰加"4'1砺4'～`'o!5'`π'5～醜 製造業 労働生産性 は,鉱 工業生 産指 数÷製
造業雁用 者数であ る。










中国について は,第2表 に示 されているよ うな輸出財の高い労働生産性上昇
率 は.当 然米国のそれ を上回 ってお り,こ の格差 は人民元の 自然 レー トを ドル
に対 して高 める要因 となる。 しか し,実 勢 レー トは,第5図 に示す通 り,1994
年 の人民元 の切 り下げによって,自 然為 替 レー トか ら大 きく乖離 して しま った。
しか し,95年以後,そ の幅 は微 々た るものであるが,実 勢 レー トは元 高方 向に
動 いている。 ここで重要 なのはその幅で はな く,管 理 下に置かれ る為替 レー ト
が元高 方向に持続的 に動い た とい う事実であ る。 この事実 は,中 国 の政策 当局
もこのよ うな安 い水準で 人民元 レー トを維持 す ることに ともな うコス トを認識
してい ることを示 している。 また,こ のことは,人 民元 レー トが安す ぎるとい
うことを示唆 してい る。また多 くの先行研究 も,90年代後 半において人民元 の








巾国の輸出のかな りの部分は香港を経由 して再輸出され,再 輸出される商品
の金額について正確に把握す ることは難 しい5).また,人 民元のレー トの決定
の際には,当然,対 ドルレー トがもっとも重要視される・、そのため,こ こでは
韓国と対比する形で分析を行うのは困難である。だが,1994年中国政府は人民

















5)1993年か ら中国税 関が この開題の解決に着手 したが.『中国税関統副1で は この部分 の輸 出を
依然過小評価す る、 これ に対 して アメ リカの統計 は再輸出 を過大評価す る(大 橋[2003168ペー
6)90年代末 の実質賃金の上昇は大規模な 『,ストラに起 因す るものであ る.
韓国 と中国 の輸出主導型成長(1)T (19)19
第8表 中国の賃金上昇率 と物価上昇率(年 率,単位:%)
1982-91 1992-97 1998-2000
名 目 賃 金 上 昇 率 11.8 18.8 10.1
消 費 者 物 価 上 昇 率 6.9 10.2 一2 。3
実 質 賃 金 上 昇 率 3.6 5.O 10.5
製造業実質賃金上昇率 3.9 3.9 9.4
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